
1 　温室効果ガスの排出量

(単位：万トン-CO2)

【参考】中国電力二酸化炭素排出係数の推移

下段の( )は、京都メカニズムクレジットを反映した調整後排出係数

本市の平成24年度温室効果ガス排出量

値は、今後、各種統計データの年報値の修正、算定方法の見直し等により変更される場合がある。
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図表１　温室効果ガスの種類別排出量の推移

(-7.9%)

電気の使用に係る二酸化炭素排出係数は、電力会社が海外から取得した京都メカニズムクレジットを反映しない実排出係数を用い
ている。
下段の（　）は京都メカニズムクレジットを反映した調整後排出係数を用いると数値が変わる場合に記載している。
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排出量は四捨五入して掲載しているため、合計欄の数と部門ごとの内訳が一致しない場合や基準年度比の数値が排出量による比
率と整合しない場合がある。
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１人当たり排出量の算出に使用した広島市人口は各年12月31日現在の値である。
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※1　代替フロン等3ガスについては、基準年度を平成7年度(1995年度)としている。
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　本市における平成24年度の温室効果ガスの総排出量（二酸化炭素(CO2)換算）は905.4万トンであり、基準年度（平成2年
度）と比べて6.2％（52.9万トン）の増となっています。
　平成24年度の二酸化炭素排出量を部門別にみると、基準年度比で、産業部門が34.1％（90.5万トン）の減、運輸部門が
22.6％（47万トン）の減となっている一方、家庭部門が57.6％（84.2万トン）の増、業務部門が45.9％（90.8万トン）の増となっ
ており、民生部門全体で50.9％（175万トン）の増となっています。
　なお、平成24年度における市民１人当たりの年間温室効果ガス排出量は7.64トンで、基準年度に比べて3.2％の減となっ
ています。
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2 　温室効果ガスの種類別排出比率

図表４　温室効果ガスの種類及び排出量
(単位：万トン-CO2)

(注)

3 　部門別の二酸化炭素排出比率

（注）各部門の活動範囲について

[産業部門] ……

[民生部門] ……

[運輸部門] ……

[廃棄物] …… 廃棄物処理に関する活動である。た
だし、廃棄物の輸送は、「運輸部門」
の活動としている。

合計 905.4 100%

871.2

排出量は四捨五入して掲載しているた
め、合計欄の排出量と温室効果ガスの
種類ごとの排出量の合計が一致してい
ない。割合についても同様。

二酸化炭素

　平成24年度の温室効果ガスの種類別排出比率は、二酸化炭素が96.2％と、排出量のほとんどを占めています。

　平成24年度における二酸化炭素の部門別排出比率は、業務部門33.1％、家庭部門26.5％、産業部門20.1％、運輸部門
18.4％、廃棄物1.9％の順となっています。

代替ﾌﾛﾝ等3ｶﾞｽ 20.1

排出量 割合区分

0.2%
一酸化二窒素 12.1

96.2%
メタン 2.1

1.3%
2.2%

主に農林水産業、建設業、製造業の
活動である。ただし、事務管理的な
業務は「民生部門」の活動とし、自動
車の使用は「運輸部門」の活動として
いる。

家庭でのエネルギー使用などの「家
庭部門」と、サービス業など主に第３
次産業や産業部門における事務管
理業務、行政サービスなどを含む
「業務部門」の二つを「民生部門」の
活動としている。ただし、自動車の使
用は、「運輸部門」の活動としてい
る。
自動車、鉄道、船舶、航空機等の全
ての交通機関に係る運輸活動であ
る。
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図表２ 温室効果ガスの総排出量の推移 

(781.2) 

           は京都メカニズムクレジット反映後 
（基準年度） 

基準年度比 

15.8％増 基準年度比 

4.6％増 

(803.8) 
(860.3) 
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18.4％ 

図表５ 部門別排出比率 
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(業務） 
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廃棄物1.9％ 

(万トン-CO2) 

平成24年度 

(2012年度) 

CO2排出量 

871.2万ﾄﾝ 

民生部門 

(家庭） 

26.5％ 

図表３ 種類別排出比率 

二酸化炭素 

96.2％ 

その他 
(メタン、一酸化二窒素、 

代替フロン等3ガス） 

3.8％ 
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4

⑴ 　産業部門

(単位：万トン-CO2)

（注1）　下段の（　　）は、京都メカニズムクレジットを反映した電気事業者ごとの係数を用いた数値

（注2）　

【参考】

区　　分

排出量は四捨五入して掲載しているため、合計欄の数と部門ごとの内訳が一致しない場合や基準年度比の数値が排出量による比
率と整合しない場合がある。

非製造業

製造業

就業者数当たりの
排出量(トン-CO2/人)

　部門別二酸化炭素排出量の状況

　産業部門における二酸化炭素の排出量は175.1万トンであり、基準年度に比べて34.1％（90.5万トン）の減となってい
ます。
　これを業種別にみると、排出量の約9割を占める製造業からの排出量が基準年度に比べて35.2％（86万トン）の減、前
年度に比べて28.2万トンの減となっています。
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非製造業就業者数

（人）

平成22年度
(2010年度)

平成23年度
(2011年度)

平成24年度
(2012年度)

基準年度比 基準年度比 基準年度比

57,059 -14.1% 57,059 -14.1% 57,059 -14.1%

製造品出荷額当たり
の排出量（kg-CO2/円)

(188.7)

10.41

(8.61)

244.7

(204.8)

(-22.6%)

21.3%

-23.7%

(-31.2%)

-2.7%

(-12.2%)

-23.7%

(-30.7%)

(167.8)
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202.6

(184.1)
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(169.3) (-36.3%)
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(17.1)

3.0

(3.0)
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175.1
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図表６　産業部門における二酸化炭素排出量の推移
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図表７ 産業部門における二酸化炭素排出量の推移 

非製造業 

製造業 

製造品出荷額1

円当たりの二酸

化炭素排出量 

（基準年度） 
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⑵ 　民生部門

(単位：万トン-CO2)

（注1）　下段の（　　）は、京都メカニズムクレジットを反映した電気事業者ごとの係数を用いた数値

（注2）　

【参考】

(注) 人口及び世帯数は各年12月31日現在の値である。

業務床面積

+28.1% 535,017 +28.8%

13,247,822 18,081,541 +36.5% 18,166,596 +37.1% 18,137,250 +36.9%
（㎡）

平成2年度
(1990年度)
【基準年度】

平成22年度
(2010年度)

平成23年度
(2011年度)

平成24年度
(2012年度)

344.0

排出量は四捨五入して掲載しているため、合計欄の数と部門ごとの内訳が一致しない場合や基準年度比の数値が排出量による比
率と整合しない場合がある。

+9.6%

415,239

基準年度比

1,080,594 1,177,521 +9.0% 1,181,529 +9.3%

基準年度比

527,432 +27.0% 531,761

業務床面積1㎡当たり
の
排出量(トン-CO2/㎡) (-18.4%)

197.7

区　　分

1世帯当たりの排出量
(トン-CO2/世帯)

業務部門

平成2年度
(1990年度)
【基準年度】

合計

基準年度比

1,184,517

0.149

図表８　民生部門の部門別二酸化炭素排出量の推移

　民生部門における二酸化炭素の排出量は519.0万トンであり、基準年度に比べて50.9％（175万トン）の増となっていま
す。
　そのうち、家庭部門からの排出量は230.5万トンであり、基準年度に比べて57.6％（84.2万トン）の増となっており、業務
部門からの排出量は288.5万トンであり、基準年度に比べて45.9％（90.8万トン）の増となっています。
　また、前年度と比較すると、家庭部門では17.4万トンの増、業務部門では16.5万トンの増となっています。

146.3
家庭部門

(171.5)

4.03.5

(3.2)

平成23年度
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平成24年度（2012年度)
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図表９－１ 家庭部門における二酸化炭素 
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図表９－２ 業務部門における二酸化炭素 

                      排出量の推移 

業務部門 

業務床面積1㎡当たりの排出量 

（基準年度） 

(万トン-CO２） (トン-CO２/㎡） 
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⑶ 　運輸部門

(単位：万トン-CO2)

（注1）　下段の（　　）は、京都メカニズムクレジットを反映した電気事業者ごとの係数を用いた数値

（注2）　

【参考】

基準年度比 排出量 基準年度比 排出量

図表10　運輸部門における二酸化炭素排出量の推移

区　　分
平成22年度
(2010年度)

平成23年度
（2011年度)

平成24年度（2012年度)

排出量

自動車

船舶
13.9

　運輸部門における二酸化炭素の排出量は160.6万トンであり、基準年度に比べて22.6％（47万トン）の減となっていま
す。
　そのうち、排出量の約9割を占める自動車からの排出量は、基準年度に比べて19.7％（35.2万トン）の減となっていま
す。また、鉄道は基準年度比16.8％（0.8万トン）の増、船舶は基準年度比22.2％（3.1万トン）の減となっています。
　なお、航空機については、平成5年の広島空港の市外移転により平成17年度の排出量が大幅に減少するとともに、平
成22年の広島西飛行場の定期路線の休止により、平成23年度から排出量がゼロになっています。

平成2年度
(1990年度)
【基準年度】

(2.3)

5.5

(4.7)

5.5 6.1 +16.8%

(+12.7%)(5.9)(5.0)

(-39.8%)

+4.2%

(-10.9%)

(-40.4%)

2.3 2.4 -39.3%-39.8%

-21.4%

(-21.4%)

-40.4%

-21.7%

(-21.7%)

自動車1台当たりの
排出量(トン-CO2/台）

3.9

平成2年度
(1990年度)
【基準年度】

9.5

2.3

排出量は四捨五入して掲載しているため、合計欄の数と部門ごとの内訳が一致しない場合や基準年度比の数値が排出量による比
率と整合しない場合がある。

207.6

178.8

5.3

合計

鉄道

平成22年度
(2010年度)

平成23年度
(2011年度)

平成24年度
(2012年度)

基準年度比 基準年度比 基準年度比

140.5

(140.5)

140.1

(140.1)

143.6

(143.6)

-19.7%

(-19.7%)

基準年度比

(-4.7%)

(-39.3%)(2.4)(2.3)

10.7 11.5 10.8 -22.2%

区　　分

自動車台数
（台）

航空

605,949 +31.5% 609,958 +32.4%460,678 601,258 +30.5%

(-100.0%)

-24.3%

(-24.6%)

(-22.2%)(10.8)(11.5)(10.7)

0.1 0.0 0.0 -100.0%

-23.5%

(-23.5%)

-98.7%

-17.7%

(-17.7%)

-100.0%

+5.1%

(-100.0%)(0.0)(0.0)(0.1)

156.8

(156.0)

157.1

(156.6)

160.6 -22.6%

(160.4) (-22.7%)

(-98.7%)

-24.5%

(-24.9%)
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図表11 運輸部門における二酸化炭素排出量の推移 
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自動車1台当たりの排出量 
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⑷ 　廃棄物の処理

(単位：万トン-CO2)

（注）　

6

(単位：万トン-CO2)

（注1）　代替フロン等3ガスについては、基準年度を平成7年度（1995年度）としている。

（注2）　

+2680.3%0.7

20.2

廃棄物

排出量 基準年度比 排出量
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排出量は四捨五入して掲載しているため、合計欄の数と部門ごとの内訳が一致しない場合や基準年度比の数値が排出量による比
率と整合しない場合がある。

　メタン、一酸化二窒素及び代替フロン等3ガスの排出量は34.3万トンであり、基準年度に比べて69.8％(14.1万トン)の
増となっています。また、前年度に比べると2.3万トンの増となっています。

平成2年度
(1990年度)
【基準年度】

区　　分
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　メタン、一酸化二窒素及び代替フロン等3ガスの排出量の状況
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排出量は四捨五入して掲載しているため、合計欄の数と部門ごとの内訳が一致しない場合や基準年度比の数値が排出量による比
率と整合しない場合がある。
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　廃棄物の処理に係る二酸化炭素の排出量は16.4万トンであり、基準年度に比べて8.4％(1.3万トン)の増となっていま
す。また、前年度と比較すると、1.5万トンの増となっています。

区　　分
平成2年度
(1990年度)
【基準年度】

図表12　廃棄物の処理に係る二酸化炭素排出量の推移
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図表14　代替フロン等3ガス部門の排出量の推移
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(万トン-CO2) 図表13 廃棄物の処理に係る二酸化炭素排出量の推移 
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(万トン-CO2) 図表15  メタン、一酸化二窒素及び代替フロン等3ガスの排出量の推移 
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(単位：万kℓ)

業務床面積1㎡当たり
エネルギー使用量（ℓ/㎡） 56.9 59.9 +5.2% 59.5 +4.4% 57.9 +1.6%

1.48 1.71 +15.4% 1.62 +8.9% 1.58 +6.1%

93.1

区　　分

　＜参考１＞エネルギー使用量の推移

　エネルギー起源のCO2排出量の増減は、電気の使用に係る二酸化炭素排出係数に左右されるため、原油換算による市
域のエネルギー使用量の推計を行いました。
　平成24年度のエネルギー使用量は、基準年度比1.6％減となっています。これは、民生部門のエネルギー使用量が
38.0％増加しているものの、産業部門、運輸部門のエネルギー使用量が、それぞれ39.0％、22.6％減少していることが要因
となっているためです。
　なお、１人当たりのエネルギー使用量は、基準年度比10.3％の減となっています。

図表16　エネルギー使用量（原油換算）の推移
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排出量は四捨五入して掲載しているため、合計欄の数と部門ごとの内訳が一致しない場合や基準年度比の数値が排出量による比
率と整合しない場合がある。
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図表17 エネルギー使用量（原油換算）の推移 
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